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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社がないため記載しておりません。 

回次 第５期中 第６期中 第７期中 第５期 第６期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 （千円） 2,293,051 3,110,979 4,323,776 4,793,972 6,981,598 

経常利益 （千円） 329,999 504,110 702,052 713,879 1,157,562 

中間（当期）純利益 （千円） 190,145 291,663 415,965 414,797 657,834 

持分法を適用した場

合の投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） 366,629 370,506 370,960 368,382 370,878 

発行済株式総数 （株） 23,719 23,907 23,929 23,804 23,925 

純資産額 （千円） 1,928,521 2,416,885 3,140,117 2,156,679 2,783,799 

総資産額 （千円） 2,522,317 3,224,222 4,193,393 2,720,980 3,918,122 

１株当たり純資産額 （円） 81,307.04 101,095.31 131,226.44 90,601.56 116,355.26 

１株当たり中間（当

期）純利益金額 
（円） 8,051.21 12,224.97 17,385.49 17,510.12 27,540.61 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益金額 

（円） 7,743.34 11,888.13 16,933.94 16,893.26 26,800.09 

１株当たり配当額 （円） － － － 1,500 2,500 

自己資本比率 （％） 76.5 75.0 74.9 79.3 71.0 

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） 49,234 300,451 241,799 92,958 921,163 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） △152,604 △28,764 △848,910 △191,366 △114,292 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） 4,628 △31,761 △59,807 7,748 △31,033 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

（千円） 1,572,255 1,820,262 1,689,256 1,580,337 2,356,175 

従業員数 （人） 113 149 218 129 180 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 関係会社は次のとおりであります。 

（注）有価証券報告書の提出会社であります。 

４【従業員の状況】 

(1)提出会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員（社外から当社への出向者を含む）を記載しております。 

    ２．従業員数が前事業年度末と比べ38人増加しているのは、主として事業拡大によるものであります。 

(2)労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の内容 
議決権の
被所有割
合（％） 

関係内容 

(親会社)         事務所賃借 

株式会社ＣＳＫ 東京都港区  73,225,401 持株会社等  63.5 役員の兼任（2名） 

ホールディングス         従業員受入出向（2名）等  

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 218 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

    当中間会計期間におけるわが国経済は、サブプライム問題や原材料の高騰など海外経済動向の懸念材料が見受け

られるものの、企業の堅調な収益拡大が続いており、雇用情勢の改善も広がり、引き続き緩やかな景気回復基調が

続いております。 

 当社を取り巻く環境といたしましては、顧客であるＩＴ機器のメーカーでは製品に搭載されるソフトウエアの規

模が拡大しており、企業の垣根を越えた製品開発サイクルの抜本的な見直し、デジタル製品に関連した部門の統廃

合などが見受けられ、製品のデジタル化の大きい流れは変わらぬものの、ものづくりにおけるコスト削減に厳しさ

を増しております。一方、様々な製品で不具合が顕在化しており、製品の品質管理を強化していく企業が増えてお

ります。 

 このような環境の中、当社は第三者の立場でソフトウエアのテスト・評価を行う「第三者検証」を提唱し、製品

企画から量産化に至る新製品の開発サイクルにおいて各段階に合わせたサービスを提供する「フルライン検証サー

ビス」の提供を目指しております。 

 当中間会計期間においては、なお一層の高機能、高性能な製品づくりが加速しております。本格的な普及期に入

った薄型テレビでは、より高画質を目指した製品が出荷されて、それに対応した次世代ＤＶＤレコーダーなどが発

売されてきております。一方、携帯電話においては、平成18年10月より始まったモバイルナンバーポータビリティ

の影響により携帯電話端末のバリエーションが広がりました。カーナビゲーション・システムを中心としたＩＴＳ

（注１）分野においても新製品開発は堅調に推移し、検証ニーズが増加した結果、当社のサービスは堅調に推移い

たしました。 

 一方景況感が改善する中、若手の人材獲得は厳しさを増しており、新卒採用及び中途採用とも積極的にすすめて

おります。この結果、当中間会計期間におきましては、当社従業員数は、新卒採用20名を含め38名増加し218名とな

りました。また、システム検証（注２）の重要性をアピールするための「システム検証セミナー」やイベントへの

出展、その他宣伝活動を実施しました。その結果、販売費及び一般管理費が増加いたしました。 

以上のような事業活動の結果、当中間会計期間の売上高は、4,323,776千円(前年同期比39.0％増)、営業利益は

695,069千円（同38.3％増）、経常利益は702,052千円（同39.3％増）となりました。 

これらの結果、当中間純利益は415,965千円（同42.6％増）となりました。 

（注１）ＩＴＳ：高度道路交通システム（Intelligent Transport Systems）の略 

（注２）システム検証：ハードウエアに組み込まれて動作するソフトウエア、アプリケーションパッケージソフトウエア等、ＩＴ関連の 

    製品・システムの仕様確認及び当該製品・システムの実際の使用環境下での機能確認を中心とした一連のテスト業務を、当社で 

    は「システム検証」と呼んでおります。 

事業部門別の業績は、次のとおりであります。 

「製品検証サービス」 

当社の主力事業であります製品検証サービスのうち、総売上の95.6％を占める開発支援検証サービスは、前述

のような主力分野の検証対象製品に対するサービスが堅調に推移したことにより、売上高は4,133,876千円（前

年同期比43.2％増）となりました。 

また、認定支援サービスにつきましては、米国マイクロソフト社の承認を必要とするDesigned for Windows®

ロゴ取得の支援を主力としたサービスで、新しいオペレーティングシステムなどが投入されたことによりこれに

対応した検証ニーズが増加し、売上高は76,415千円（同84.8％増）となりました。 

検証情報サービスは、ＩＴ機器どうしを組み合わせて使用した場合の動作確認情報の提供及びＩＴプラットホ

ームテストセンターを時間単位で提供するサービスであり、売上高は19,251千円（同16.8％増）となりました。

以上の結果、製品検証サービスの売上高は4,229,542千円（同43.6％増）となりました。 

「セキュリティ検証サービス」 

セキュリティ検証サービスは、顧客の社内システム及びインターネット経由で公開するホームページ、あるい

は電子商取引用のインターネットシステムに対し、負荷の許容量や脆弱性を検証するサービスであり、売上高は

23,013千円（前年同期比2.4％増）にとどまりました。 



「その他のサービス」 

その他のサービスにつきましては、上記事業部門に分類されない検証業務や顧客企業内でのシステムインフラ

の構築やシステム開発及び社内システム保守・運用に関するサービスを提供しております。 

 当社ではシステム検証業務に注力し、新規のシステム開発等を行っていないため、当中間会計期間の売上高は

71,220千円（前年同期比50.5％減）となりました。 

(2)キャッシュ・フロー 

    現金及び現金同等物の当中間会計期間末残高は、前事業年度末より666,919千円減少して、1,689,256千円となり

ました。 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況は、以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

     当中間会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは241,799千円の増加（前年同期は300,451千円の増加）

となりました。これは主に税引前中間純利益の計上（702,052千円）により増加したものの、売上債権の増加

（91,922千円）、法人税等の支払（382,111千円）により減少したことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

     当中間会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは848,910千円の減少（前年同期は28,764千円の減少）と

なりました。これは主に定期預金の預入（800,000千円）によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

     当中間会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、主に配当金の支払により59,807千円の減少（前年同

期は31,761千円の減少）となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社の提供している事業はシステム検証サービス業でありますので、事業上の特性から生産実績を示すことは困

難であるため記載しておりません。 

(2）受注実績 

 当中間会計期間の受注実績を事業の部門別に示すと次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．前中間会計期間及び当中間会計期間の主要な販売先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割

合は次のとおりであります。 

（注）当中間会計期間における販売実績につきましては、総販売実績に対する当該割合が100分の10未満であったため

記載を省略しております。 

事業部門別 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

開発支援検証サービス 4,021,945 23.0 1,802,455 12.0 

認定支援サービス 74,525 107.6 3,200 113.3 

検証情報サービス 20,819 26.4 1,568 － 

製品検証サービス計 4,117,289 24.0 1,807,223 12.2 

セキュリティ検証サービス 21,213 30.2 2,700 170.0 

その他のサービス 53,968 △71.2 29,993 △61.0 

合計 4,192,471 18.9 1,839,917 9.0 

事業部門別 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

開発支援検証サービス（千円） 4,133,876 43.2 

認定支援サービス（千円） 76,415 84.8 

検証情報サービス（千円） 19,251 16.8 

製品検証サービス計（千円） 4,229,542 43.6 

セキュリティ検証サービス（千円） 23,013 2.4 

その他のサービス（千円） 71,220 △50.5 

合計（千円） 4,323,776 39.0 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

株式会社ＣＳＫシステムズ（注） 531,763 17.1 － － 

ソニー株式会社 378,320 12.2 971,276 22.5 

パイオニア株式会社 346,026 11.1 689,656 16.0 



３【対処すべき課題】 

 当社の事業は、新製品開発を行うハードウエアメーカー・ソフトウエアベンダーの社内において行われている「シ

ステム検証」業務をアウトソーシングとして受託することにより成立しております。平成13年７月の設立以来、一貫

してＩＴ製品のソフトウエア検証を行ってまいりました。当社顧客の主力は従来のパソコン及びその周辺機器メーカ

ーを中心としたものから、カーナビゲーション・システムを中心としたＩＴＳ分野、携帯電話分野、デジタルテレビ

及びＤＶＤレコーダー、オーディオ等の情報家電分野に推移しております。 

 一方、このような顧客では、従来のアナログ製品からデジタル製品にシフトしていく移行段階であり、製品開発に

おいて当初の計画以上に費用がかかる一方、拡大する対象市場では価格の下方圧力は強く、想定以上に進行しており

ます。国内ＩＴ機器メーカーにおいては、デジタル化の進展するマーケットの中で、製品開発のスピード向上とコス

ト削減は急務の課題となっております。当社といたしましては、顧客の製品開発におけるトータルコストを抑制しな

がら、高品質な製品が供給される体制の実現を支援していく総合的なサービスを提供することで、当社のシェアを獲

得・拡大していく方針です。そのためには、従来の動作検証サービスのみならず、総合的なサービスを提供していく

ための当社サービスの拡充、ならびに顧客ニーズに対応できるシステム検証技術者の育成が重要な課題であると認識

しております。 

４【経営上の重要な契約等】 

   当中間会計期間においては、新たな経営上の重要な契約等を締結しておりません。 

５【研究開発活動】 

当社が提供するシステム検証というソフトウエアの品質管理分野の標準的手法を確立するため、システム検証理論

の研究を行っております。当該研究は全事業部門に共通する内容であり、当該研究のために開催している「システム

検証理論研究会」ならびに各部署から技術者が自発的に参加している「システム検証理論推進会」の運営に要した費

用、ＩＴ機器どうしを接続した場合の互換性検証の費用等、当中間会計期間にかかる研究開発費は、10,821千円であ

ります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

  主要な設備の新設または除却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(注) 「提出日現在発行数」欄には、平成19年11月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

 ① 平成15年８月22日臨時株主総会決議 

 （注）１．当社が株式の分割または株式の併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株式の数

についてのみ行われ、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 64,000 

計 64,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数（株） 

（平成19年９月30日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成19年11月28日） 

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名 

内容 

普通株式 23,929 23,929 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
－ 

計 23,929 23,929 － － 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年10月31日） 

新株予約権の数（個）   687（注）７   687（注）７ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）   687（注）１、６、７   687（注）１、６、７ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 41,250（注）２、３、７ 同左 

新株予約権の行使期間 

自 平成15年９月１日 

至 平成22年８月31日 

（注）５ 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     41,250 

資本組入額    20,625 

（注）２、３、７ 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）４、５ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入れその他一切の

処分は、これを認めない。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 



２．当社が株式の分割または株式の併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げるものとする。 

３．時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使による場合を除く。）を行う場合

は、次の算式により払込価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げるものとする。 

なお、上記の計算式において「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に読み替えるものとする。 

４．新株予約権の行使の条件はつぎのとおりであります。 

(ア）新株予約権者は、権利行使時において、当社の取締役、監査役または従業員の地位を保有していることを

要する。ただし、任期満了による退任、定年による退任・退職もしくは会社都合によりこれらの地位を失

った場合その他取締役会が正当な理由があると認めた場合についてはこの限りではない。 

(イ）新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとする。ただし、「新株予約

権割当契約書」に定める条件による。 

(ウ) 新株予約権の譲渡、質入れその他一切の処分はこれを認めない。 

(エ) その他の条件については「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。 

５．新株予約権の行使期間にかかわらず、新株予約権の割当てを受けた者は、当社の株式が日本国内の証券取引

所に上場され、または日本証券業協会に店頭上場した日から６ヶ月間は新株予約権を行使することができな

いものとする。 

６．新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、１株であります。 

７．平成15年８月26日開催の取締役会決議に基づき、平成15年９月16日付をもって普通株式１株を２株に株式分

割しております。また、平成15年12月９日開催の取締役会決議に基づき、平成16年２月20日付をもって平成

15年12月31日の 終株主名簿に記載された株主の所有株式１株を４株に分割いたしております。これらによ

り、新株予約権の数は149個から1,192個に、新株予約権の目的となる株式の数は149株から1,192株に、発行

価格は330,000円から41,250円に、資本組入額は165,000円から20,625円に、新株予約権の行使時の払込金額

は330,000円から41,250円にそれぞれ調整されております。 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１ 

分割・合併の比率 

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額 

調整後払込価額＝調整前払込価額× 
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



 ② 平成16年６月17日株主総会決議 

 （注）１．当社が株式の分割または株式の併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株式の数

についてのみ行われ、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

合併もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う事ができるものとする。 

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満

の端数は切り上げるものとする。 

３．当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使による場合を除く。）を行

う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。

なお、上記の計算式において「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に読み替えるものとする。 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込価額の調整を行う事ができるものとする。 

４．本新株予約権の行使の条件はつぎのとおりであります。 

     (ア）新株予約権者は、権利行使時において、当社の取締役、監査役または従業員の地位を保有していることを

要する。ただし、任期満了による退任、定年による退任・退職もしくは会社都合によりこれらの地位を失っ

た場合その他取締役会が正当な理由があると認めた場合についてはこの限りではない。 

     (イ）新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとする。ただし、本新株予約

権割当契約書に定める条件による。 

     (ウ）新株予約権の譲渡、質入れその他一切の処分は、これを認めない。 

     (エ）その他の条件については、本新株予約権割当契約書に定めるところによる。 

    ５．新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、１株であります。 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年10月31日） 

新株予約権の数（個）     281     281 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）       281（注）１、５   281（注）１、５ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,350,000（注）２、３ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年７月１日 

至 平成20年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   1,350,000 

資本組入額   675,000 

（注）２、３ 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入れその他一切の

処分は、これを認めない。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１ 

分割・合併の比率 

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの払込価額 

調整後払込価額＝調整前払込価額× 
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



     ③ 平成17年６月24日株主総会決議 

 （注）１．当社が株式の分割または株式の併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株式の数

についてのみ行われ、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

合併もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う事ができるものとする。 

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満

の端数は切り上げるものとする。 

３．当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使による場合を除く。）を行

う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。

なお、上記の計算式において「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に読み替えるものとする。 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込価額の調整を行う事ができるものとする。 

４．本新株予約権の行使の条件はつぎのとおりであります。 

     (ア）新株予約権者は、権利行使時において、当社の取締役、監査役または従業員の地位を保有していることを

要する。ただし、任期満了による退任、定年による退任・退職もしくは会社都合によりこれらの地位を失っ

た場合その他取締役会が正当な理由があると認めた場合についてはこの限りではない。 

     (イ）新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとする。ただし、本新株予約

権割当契約書に定める条件による。 

      (ウ）新株予約権の譲渡、質入れその他一切の処分は、これを認めない。 

     (エ）その他の条件については、本新株予約権割当契約書に定めるところによる。 

    ５．新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、１株であります。 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年10月31日） 

新株予約権の数（個）         278       278        

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）    278（注）１、５  278（注）１、５ 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  640,000（注）２、３ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月１日 

至 平成21年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     640,000 

資本組入額   320,000 

（注）２、３ 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入れその他一切の

処分は、これを認めない。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１ 

分割・合併の比率 

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの払込価額 

調整後払込価額＝調整前払込価額× 
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注） 新株予約権の行使による増加であります。 

(5）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式総数
増減数（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日

（注）  

4 23,929 82 370,960 82 354,710 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ＣＳＫホールディングス 東京都港区南青山2丁目26-1 15,200 63.52 

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海1丁目8-11 991 4.14 

ベリサーブ従業員持株会 東京都新宿区西新宿6丁目24-1 789 3.30 

ビーエヌピー パリバ セキュリ

ティーズ サービス ルクセンブ

ルグ ジャスデック セキュリテ

ィーズ （常任代理人 香港上海

銀行東京支店カストディ業務部） 

23,AVENUE DE LA PORTE NEUVE L-

2085 LUXEMBOURG 

(東京都中央区日本橋3丁目11-1) 

544 2.27 

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社 （信託口） 
東京都港区浜松町2丁目11-3 410 1.71 

浅井 清孝 東京都稲城市 400 1.67 

バンク オブ ニューヨーク ジ

ーシーエム クライアント アカ

ウンツ イー アイエスジー 

（常任代理人 株式会社三菱東京

ＵＦＪ銀行 決済事業部） 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 

 LONDON EC4A 2BB,UNITED KINGDOM 

(東京都千代田区丸の内2丁目7-1) 

357 1.49 

野村證券株式会社  東京都中央区日本橋1丁目9-1号 131 0.55 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1丁目2-10 128 0.53 

ゴールドマン・サックス・インタ

ーナショナル  

（常任代理人 ゴールドマン・サ

ックス証券株式会社） 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 

2BB,UNITED KINGDOM  

(東京都港区六本木6丁目10-1) 

110 0.46 

計 － 19,060 79.65 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

３【役員の状況】 

   前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 23,929 23,929 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 23,929 － － 

総株主の議決権 － 23,929 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に対す
る所有株式数の割合 
    （％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高（円） 598,000 593,000 644,000 619,000 607,000 553,000 

低（円） 454,000 534,000 581,000 490,000 476,000 458,000 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間財務諸表については、みすず監査法人により中間監査を受け、金融商品取引法第193条の２第１項の規定

に基づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表については、新日本監査

法人による中間監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

  前中間会計期間  みすず監査法人 

  当中間会計期間  新日本監査法人 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   1,018,944   2,489,256 2,356,175   

２．グループ内預け
金 

 ※１ 801,318   － －   

３．売掛金   973,378   1,130,040 1,038,117   

４．たな卸資産   39,856   30,831 47,150   

５．繰延税金資産   62,651   98,520 90,790   

６．その他   53,660   81,115 40,935   

流動資産合計     2,949,810 91.5 3,829,764 91.3   3,573,170 91.2 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※２ 36,837   109,466 106,565   

２．無形固定資産   65,241   67,970 64,062   

３．投資その他の資
産 

          

(1)敷金保証金   150,589   155,323 150,502   

(2)前払年金費用   －   11,235 1,497   

(3)繰延税金資産   21,743   19,267 22,323   

(4)その他   －   366 －   

投資その他の資
産合計 

  172,333   186,192 174,323   

固定資産合計     274,412 8.5 363,629 8.7   344,951 8.8 

資産合計     3,224,222 100.0 4,193,393 100.0   3,918,122 100.0 

            

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   323,018   373,008 376,417   

２．未払費用   100,331   132,777 121,048   

３．未払法人税等   226,287   312,267 402,021   

４．賞与引当金   101,000   148,000 117,000   

５．その他  ※３  37,938   84,022 114,635   

流動負債合計     788,575 24.4 1,050,076 25.0   1,131,122 28.9 

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金   15,561   － －   

２．役員退職慰労金
引当金 

  3,200   3,200 3,200   

固定負債合計     18,761 0.6 3,200 0.1   3,200 0.1 

負債合計     807,337 25.0 1,053,276 25.1   1,134,322 29.0 

            

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本             

１．資本金     370,506 11.5 370,960 8.8   370,878 9.4

２．資本剰余金           

(1)資本準備金   354,256   354,710 354,628   

 資本剰余金合計     354,256 11.0 354,710 8.5   354,628 9.1 

３．利益剰余金           

(1)その他利益剰余
金 

          

  繰越利益剰余金   1,692,121   2,414,446 2,058,293   

 利益剰余金合計     1,692,121 52.5 2,414,446 57.6   2,058,293 52.5 

株主資本合計     2,416,885 75.0 3,140,117 74.9   2,783,799 71.0 

純資産合計     2,416,885 75.0 3,140,117 74.9   2,783,799 71.0 

負債純資産合計     3,224,222 100.0 4,193,393 100.0   3,918,122 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     3,110,979 100.0 4,323,776 100.0   6,981,598 100.0 

Ⅱ 売上原価     2,104,390 67.6 2,923,942 67.6   4,741,995 67.9 

売上総利益     1,006,588 32.4 1,399,834 32.4   2,239,602 32.1 

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

    503,977 16.2 704,764 16.3   1,085,964 15.6 

営業利益     502,610 16.2 695,069 16.1   1,153,638 16.5 

Ⅳ 営業外収益 ※１   1,827 0.0 16,542 0.3   4,502 0.1 

Ⅴ 営業外費用 ※２   327 0.0 9,559 0.2   578 0.0 

経常利益     504,110 16.2 702,052 16.2   1,157,562 16.6 

税引前中間（当
期）純利益 

    504,110 16.2 702,052 16.2   1,157,562 16.6 

法人税、住民税 
及び事業税 

  217,000   290,760 533,000   

法人税等調整額   △4,552 212,447 6.8 △4,673 286,086 6.6 △33,271 499,728 7.2 

中間（当期）純
利益 

    291,663 9.4 415,965 9.6   657,834 9.4 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

     前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

     当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 

株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
資本準備金 

その他   
利益剰余金 

繰越利益剰余金

平成18年３月31日 残高 

        （千円） 
368,382 352,132 1,436,164 2,156,679 2,156,679 

中間会計期間中の変動額          

新株の発行 

（新株予約権の行使） 
2,124 2,124   4,248 4,248 

剰余金の配当（注）     △35,706 △35,706 △35,706 

中間純利益     291,663 291,663 291,663 

中間会計期間中の変動額 

合計      （千円） 
2,124 2,124 255,957 260,206 260,206 

平成18年９月30日 残高 

        （千円） 
370,506 354,256 1,692,121 2,416,885 2,416,885 

 

株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
資本準備金 

その他   
利益剰余金 

繰越利益剰余金

平成19年３月31日 残高 

        （千円） 
370,878 354,628 2,058,293 2,783,799 2,783,799 

中間会計期間中の変動額          

新株の発行 

（新株予約権の行使） 
82 82   165 165 

剰余金の配当     △59,812 △59,812 △59,812 

中間純利益     415,965 415,965 415,965 

中間会計期間中の変動額 

合計      （千円） 
82 82 356,152 356,317 356,317 

平成19年９月30日 残高 

        （千円） 
370,960 354,710 2,414,446 3,140,117 3,140,117 



     前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
資本準備金  

その他 
利益剰余金 

繰越利益剰余金

平成18年３月31日 残高 

      （千円） 
368,382 352,132 1,436,164 2,156,679 2,156,679

事業年度中の変動額          

新株の発行 

（新株予約権の行使） 
2,495 2,495   4,991 4,991

剰余金の配当（注）     △35,706 △35,706 △35,706

当期純利益     657,834 657,834 657,834

事業年度中の変動額合計 

      （千円） 
2,495 2,495 622,128 627,120 627,120

平成19年３月31日 残高 

      （千円） 
370,878 354,628 2,058,293 2,783,799 2,783,799



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

１．税引前中間（当期）
純利益 

  504,110 702,052 1,157,562 

２．減価償却費   16,665 30,524 37,875 

３．引当金増加額   19,532 21,262 18,474 

４．受取利息   △1,229 △3,161 △1,910 

５．売上債権の増加額   △180,623 △91,922 △245,363 

６．たな卸資産の増減額
（△増加額） 

  △30,470 16,319 △37,765 

７．仕入債務の増減額
（△減少額） 

  71,854 △3,408 125,253 

８．未払費用の増加額   35,719 11,729 56,436 

９．その他   △18,509 △60,848 70,118

小計   417,048 622,545 1,180,681 

10．利息及び配当金の受
取額 

  1,040 1,364 2,041 

11．法人税等の支払額   △117,637 △382,111 △261,559 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  300,451 241,799 921,163 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

１．定期預金の預入によ
る支出 

  － △800,000 － 

２．有形固定資産の取得
による支出 

  △8,197 △17,238 △83,796 

３．無形固定資産の取得
による支出 

  △16,850 △26,451 △26,692 

４．敷金・保証金の増加
額 

  △3,717 △4,821 △3,803 

５．その他   － △400 － 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △28,764 △848,910 △114,292 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

１．株式の発行による収
入 

  3,944 111 4,470 

２．配当金の支払額   △35,706 △59,918 △35,504 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △31,761 △59,807 △31,033 

 



    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増減額（△減少額） 

  239,925 △666,919 775,837 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  1,580,337 2,356,175 1,580,337 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※ 1,820,262 1,689,256 2,356,175 

     



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

たな卸資産 

仕掛品 

 個別法による原価法を採用し

ております。 

たな卸資産 

仕掛品 

       同左 

たな卸資産 

仕掛品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

(1）有形固定資産 

 平成19年３月31日以前に取得

したもの 

  旧定率法 

 平成19年４月１日以降に取得

したもの 

  定率法 

（会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当中

間会計期間より、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更

しております。 

 これによる営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益への影

響は軽微であります。 

（追加情報） 

 法人税法改正に伴い、平成19

年３月31日以前に取得した資産

については、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達し

た事業年度の翌事業年度より、

取得価額の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて

計上しております。 

 これによる営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益への影

響は軽微であります。 

(1）有形固定資産 

定率法によっております。 

  (2）無形固定資産 

 定額法によっております。な

お、自社利用のソフトウエアに

ついては、社内における見込利

用可能期間（５年以内）による

定額法によっております。 

(2）無形固定資産 

       同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 金銭債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権につい

ては過去の一定期間における貸

倒実績から算出した貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上する

こととしております。なお、当

中間会計期間末において回収不

能見込額は認められず、貸倒引

当金は計上しておりません。 

(1）貸倒引当金 

       同左 

(1）貸倒引当金 

 金銭債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権につい

ては過去の一定期間における貸

倒実績から算出した貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上する

こととしております。なお、当

事業年度末において回収不能見

込額は認められず、貸倒引当金

は計上しておりません。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2）賞与引当金 

 従業員への賞与支給に備える

ため、支給見込額のうち当中間

会計期間負担額を計上しており

ます。 

(2）賞与引当金 

       同左 

(2）賞与引当金 

 従業員への賞与支給に備える

ため、支給見込額のうち当事業

年度負担額を計上しておりま

す。 

  (3）退職給付引当金 

  従業員への退職給付に備える

ため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会計期間末

において発生していると認めら

れる額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により、翌事業年度

から費用処理しております。 

(3）退職給付引当金 

 従業員への退職給付に備える

ため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会計期間末

において発生していると認めら

れる額を計上しております。 

 なお、当中間会計期間末にお

いて、年金資産見込額が退職給

付債務見込額から未認識数理計

算上の差異を控除した額を超過

しているため、超過額を「前払

年金費用」（投資その他の資

産）に計上しております。 

  数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により、翌事業年度

から費用処理しております。 

(3）退職給付引当金 

  従業員への退職給付に備える

ため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。 

 なお、当事業年度末において

は、年金資産見込額が退職給付

債務見込額から未認識数理計算

上の差異を控除した額を超過し

ているため、超過額を「前払年

金費用」（投資その他の資産）

に計上しております。 

  数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により、翌事業年度

から費用処理しております。 

   (4）役員退職慰労金引当金 

  役員への退職慰労金の支給

に備えるため、役員退職慰労金

内規に基づく支給見込額を計上

しております。 

  なお、当社は内規を改訂して

いるため、支給見込額は増加い

たしません。 

 (4）役員退職慰労金引当金 

同左 

 (4）役員退職慰労金引当金 

同左 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限及び満期の到

来する短期投資からなっておりま

す。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 

   至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は同額であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

───────────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は同額であります。 

 なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改定に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．「グループ内預け金」は、

「ＣＳＫグループ・キャッシュ

マネジメントシステム」（ＣＭ

Ｓ：ＣＳＫグループの資金効率

化を目的）による預け入れであ

ります。なお、当該預け先は、

ＣＭＳの母体であり当社の親会

社でもある株式会社ＣＳＫホー

ルディングスであります。 

※１． ────────── ※１． ────────── 

※２．有形固定資産の減価償却累計

額           36,620千円 

※２．有形固定資産の減価償却累計

額            56,633千円 

※２．有形固定資産の減価償却累計

額           43,844千円 

※３．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等と仮受消費税等

は、相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

※３．消費税等の取扱い 

     同左 

※３．消費税等の取扱い 

      ─────────   

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息  1,229千円

講習会受講料収

入 
 500千円

受取利息  3,161千円

講習会受講料収

入 
 1,045千円

水道光熱費戻入

額 
10,901千円

受取利息  1,910千円

講習会受講料収

入 
 1,800千円

※２．営業外費用の内訳 ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 

株式交付費    327千円 株式関連費用  8,573千円

株式交付費     53千円

株式交付費    520千円

 ３．減価償却実施額  ３．減価償却実施額  ３．減価償却実施額 

有形固定資産  4,926千円

無形固定資産 11,738千円

有形固定資産 12,789千円

無形固定資産 17,735千円

有形固定資産 12,150千円

無形固定資産 25,724千円



      （中間株主資本等変動計算書関係） 

  

    前中間会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日） 

  

    １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 普通株式の増加103株は、新株予約権の権利行使による増加であります。  

    ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

    該当事項はありません。 

    ３．配当に関する事項 

   (1）配当金支払額 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式     （注） 23,804 103 － 23,907 

合計 23,804 103 － 23,907 

自己株式        

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 

定時株主総会 
普通株式 35,706 1,500 平成18年３月31日 平成18年６月23日 



   当中間会計期間（自 平成19年４月１日  至 平成19年９月30日） 

  

    １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 普通株式の増加４株は、新株予約権の権利行使による増加であります。  

    ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

    該当事項はありません。 

    ３．配当に関する事項 

    配当金支払額 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式     （注） 23,925 4 － 23,929 

合計 23,925 4 － 23,929 

自己株式        

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 59,812 2,500 平成19年３月31日 平成19年６月25日 



   前事業年度（自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日） 

  

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の増加121株は、新株予約権の権利行使による増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

    該当事項はありません。 

３．配当に関する事項  

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式        

普通株式 （注） 23,804 121 － 23,925 

合計 23,804 121 － 23,925 

自己株式        

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額
（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 

定時株主総会 
普通株式 35,706 1,500 平成18年３月31日 平成18年６月23日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり

配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 59,812 利益剰余金 2,500 平成19年３月31日 平成19年６月25日



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

 当社は有価証券を保有していないため、該当事項はありません。 

当中間会計期間末（平成19年９月30日現在） 

 当社は有価証券を保有していないため、該当事項はありません。 

前事業年度末（平成19年３月31日現在） 

 当社は有価証券を保有していないため、該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 当社はデリバティブ取引を全く行なっておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 当社はデリバティブ取引を全く行なっておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 当社はデリバティブ取引を全く行なっておりませんので、該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間会計 

 期間末残高と中間貸借対照表に掲 

 記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間会計 

 期間末残高と中間貸借対照表に掲 

 記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高 

 と要約貸借対照表に掲記されてい 

 る科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在）

現金及び預金勘定 1,018,944千円

グループ内預け金    801,318千円

現金及び現金同等物  1,820,262千円

現金及び預金勘定  2,489,256千円

預入期間が３ヶ月超

の定期預金 △800,000千円

現金及び現金同等物  1,689,256千円

現金及び預金勘定  2,356,175千円

現金及び現金同等物  2,356,175千円

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 内容の重要性が乏しく、契約１件

当たりの金額が少額なリース取引の

ため、中間財務諸表等規則第５条の

３の規定に準じて記載を省略してお

ります。 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

同左 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 内容の重要性が乏しく、契約１件

当たりの金額が少額なリース取引の

ため、財務諸表等規則第８条の６第

６項の規定に基づき記載を省略して

おります。 



      （ストック・オプション等関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 当中間会計期間において、当社はストック・オプションの付与を行なっておりませんので、該当事項はありま

せん。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 当中間会計期間において、当社はストック・オプションの付与を行なっておりませんので、該当事項はありま

せん。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 前事業年度に存在したストック・オプションの内容 

（注）株式数に換算して記載しております。 

 
平成15年 

ストック・オプション 
平成16年 

ストック・オプション 
平成17年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 

当社の取締役       ６名 

当社の監査役       １名 

当社の従業員       56名 

当社の取締役       ４名 

当社の監査役       １名 

当社の従業員       21名 

当社の取締役       ４名 

当社の監査役       １名 

当社の従業員       53名 

株式の種類別のストック・

オプションの数（注） 
普通株式        1,192株 普通株式          281株 普通株式          283株 

付与日 平成15年８月25日 平成16年８月10日 平成17年９月６日 

権利確定条件 

（ア）新株予約権者は、権

利行使時において、当社の

取締役、監査役または従業

員の地位を保有しているこ

とを要する。ただし、任期

満了による退任、定年によ

る退任・退職もしくは会社

都合によりこれらの地位を

失った場合その他取締役会

が正当な理由があると認め

た場合についてはこの限り

ではない。  

（イ）新株予約権者が死亡

した場合は、相続人がこれ

を行使することができるも

のとする。ただし、「新株

予約権割当契約書」に定め

る条件による。 

（ウ）新株予約権の譲渡、

質入れその他一切の処分は

これを認めない。 

（エ）その他の条件につい

ては「新株予約権割当契約

書」に定めるところによ

る。 

同左 同左 

対象勤務期間 － － － 

権利行使期間 
自 平成15年９月１日 

至 平成22年８月31日 

自 平成17年７月１日 

至 平成20年６月30日 

自 平成18年７月１日 

至 平成21年６月30日 

権利行使価格   （円） 41,250 1,350,000 640,000 

付与日における公正な評価

単価       （円） 
－ － － 



（持分法損益等） 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 当社には関連会社がありませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 当社には関連会社がありませんので、該当事項はありません。 

前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 当社には関連会社がありませんので、該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 

      101,095円31銭 

１株当たり純資産額 

             131,226円44銭 

１株当たり純資産額 

   116,355円26銭 

１株当たり中間純利益金額 

     12,224円97銭 

１株当たり中間純利益金額 

           17,385円49銭 

１株当たり当期純利益金額 

    27,540円61銭 

潜在株式調整後１株当たり 

中間純利益金額 

     11,888円13銭 

潜在株式調整後１株当たり 

中間純利益金額 

          16,933円94銭 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 

   26,800円09銭 

  

  

前中間会計期間末 

（平成18年９月30日）

当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前事業年度末 

（平成19年３月31日）

 純資産の部の合計額 

 （千円） 
2,416,885 3,140,117 2,783,799 

 純資産の部の合計額から控除する金額 

 （千円） 
－ － － 

 普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額 

 （千円） 
2,416,885 3,140,117 2,783,799 

 １株当たり純資産額の算定に用いられた中間

期末（期末）の普通株式の株    （株） 
23,907 23,929 23,925 



 （注）２．１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基 

礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

該当事項はありません。 

前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり中間（当期）純

利益金額 
      

 中間（当期）純利益 

 （千円） 
291,663 415,965 657,834 

普通株主に帰属しない金

額（千円） 
－ － － 

普通株式に係る中間（当

期）純利益（千円） 
291,663 415,965 657,834 

期中平均株式数（株） 23,858 23,926 23,886 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
      

中間（当期）純利益調整

額（千円） 
－ － － 

普通株式増加数（株） 676 638 660 

（うち新株予約権（株）） (676) (638)   （660） 

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利益金

額の算定に含めなかった潜

在株式の概要 

潜在株式の種類 

新株予約権 

潜在株式の数 

（平成16年６月17日決議） 

281株  

（平成17年６月24日決議） 

280株 

  新株予約権の概要は「第

４提出会社の状況、１.株

式等の状況、(2）新株予約

権等の状況」に記載のとお

りであります。 

潜在株式の種類 

新株予約権 

潜在株式の数 

（平成16年６月17日決議） 

281株  

（平成17年６月24日決議） 

278株 

  新株予約権の概要は「第

４提出会社の状況、１.株

式等の状況、(2）新株予約

権等の状況」に記載のとお

りであります。 

潜在株式の種類 

  新株予約権 

潜在株式の数 

（平成16年６月17日決議） 

281株  

（平成17年６月24日決議） 

280株 

  新株予約権の概要は「第

４提出会社の状況、１.株

式等の状況、(2）新株予約

権等の状況」に記載のとお

りであります。 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

  当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第６期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月25日関東財務局長に提出 

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

平成19年11月20日関東財務局長に提出 

事業年度（第３期）（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。 

事業年度（第４期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。 

事業年度（第５期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。 

事業年度（第６期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月６日

株 式 会 社 ベ リ サ ー ブ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ベリサーブ

の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第６期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フ

ロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ベリサーブの平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８

年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 日 高 真理子 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 菅 田 裕 之 

      



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年11月27日 

株式会社ベリサーブ  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 日高 真理子  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 菅田 裕之   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ベリサーブの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第７期事業年度の中間会計期間（平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変

動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ベリサーブの平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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